
１．国家独占資本主義をめぐる論争の中で

　財政学とは，何よりも先ず，国家と社会との

関係性を明らかにする学問であろう。この基本

を踏まえることなしに政策科学としての財政学

は成立しない。官房学がその出自にあるとして
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も，官房学それ自身では財政学になりえない。

社会の中に聳える国家，その国家と社会との厳

しい緊張関係を認識しなければならないし，財

政学は，国家が行う社会への作用と，それに伴

う反作用の総体を財政現象として把握すること

から始まる。

　その意味では，ウェストフェリア体制と近代

国民国家の成立，そして市民社会への史的展開

が展望される中で，J.ロックのように専制政治

に反対しつつも，市民的自由と政治的秩序との

平和な調和をもたらす契約社会としてそれを構
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想するのではなく，T.ホッブスが述べたよう

に，万人の万人に対する闘いの自然状態から国

家が聳え立つに到る社会（＝リヴァイアサン），

つまるところ，階級対立の「調停者」として国

家が機能するところに財政学の本質的な契機が

ある点を学び取ることが私にとっても研究の出

発点にあった。

　そこで，私たちが直面する社会は，高度に発

達した，そして成熟した資本主義社会であり，

資本主義とならんで社会主義社会が現存する体

制間矛盾の存在する世界であった。資本主義は

全般的危機に襲われ，その命運は国家の持つ権

力，機能を発現することなしには限りあるもの

と見なされた。そうして登場する学説が国家独

占資本主義論であった。国家が市場システムに

ビルト・インされたのである。

　この国家独占資本主義をめぐっては，実に多

様な論争が交わされている。もちろん，ここは

当時の論争の内容を語る場ではない。ただ，そ

れらが生産の社会化と資本の集積の帰結による

ものか，体制間矛盾による危機の深化によるも

のかに，大別されるとしても良いであろう。し

かし，いずれにしても国家が独占資本主義の市

場体制に包摂されるという認識ではほぼ共通し

ていた。いわば従属的国家論である。しかし問

題は，この国家と社会との関係性，つまり国家

の包摂，あるいは国家の従属の仕方にある。私

は，この点を突き詰めるために，その関係性が

もっとも明瞭に現れる軍事経済体制におけるそ

れ，を研究することにした。それが私の修士論

文１）となる「第二次大戦期アメリカの経済動員

体制」の分析であった。

　当時の軍事経済体制をめぐるマルクス経済学

からの評価には二つの流れがあったと言える。

一つは V.パーロや H.リューマーなどによる
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「生産力崩壊説」と，E.C.ヴァルガによる「生産

関係制限説」である。こうした流れとは別に，

J.M.ケインズの経済理論があることは言うまで

もなく，その総需要補償説あるいは有効需要論

の立場からすると，戦争という現実は，国家財

政を最大限に動員することによって最も明確に

完全雇用を実現する機会でもあった。

　さて，ここで，「生産力崩壊説」の要点は，軍

事支出をテコにした私的独占と国家との癒着に

よって形成される「産軍複合体」が，財政負担

を大きくし，この極度の財政危機と通貨増発・

赤字公債によるインフレーションが，やがて生

産力基盤の崩壊＝軍事経済の危機に結果すると

いうものであった。他方，「生産関係制限説」

は，軍事調達のために全経済の動員を強化しな

ければならなくなると，国家は戦争の遂行を阻

害しかねない個々の独占体の特殊的利益を制限

して独占体の共通の利益のために行動すること

になる，というものであった。

　ところが，アメリカにおける戦時統制手段の

開発実態を分析すると，軍事調達における価格

統制にしても，優先制度の適用プロセスにして

も，私的独占に利潤確保を行わせながらも，同

時に，調達契約をめぐる私的独占相互の競争を

組織し，「企業合理化」を促進したこと，あるい

は下請け・系列化などの産業再編成や資本の集

中などを押し進めたことが確認されるのであっ

た。そして，こうした戦時経済動員体制の展開

が，やがて戦後のアメリカの高い生産力と技術

水準，競争的な市場支配力の大きな源泉になっ

ていったのである。

　こうして，この時期に私が抱いた問題意識と

研究の取組は，当時の国家独占資本主義論争に

対してある程度の判断基準を持つことであった

ように思う。つまり，軍事経済化による「生産



力崩壊説」は，全般的危機の時代における国家

独占資本主義の腐敗と衰退を主張することによ

って，資本主義の崩壊を予測し，社会主義を待

望するものであること，一方，「生産関係制限

説」は，修正された資本主義として国家独占資

本主義を描くものであること，である。極端に

表現すれば，前者は，矛盾の蓄積による資本主

義の自動崩壊論であり，後者は，ケインズ経済

学も同様だが，国家に管理された資本主義であ

り，修正による資本主義の持続的発展論であ

る。しかし，いずれの考え方も要注意と言える

であろう。むしろ，国家の官僚主義と私的独占

の営利主義の絡み合いの実態を踏まえて，その

本質を解明すること自体が国家独占資本主義論

の要点である。それとともに，労働者や住民の

発達過程に注目し，この官僚主義と営利主義を

抑え込んでいく統治能力がいかに形成されてい

くかを考察していくことが国家独占資本主義論

争から引き出すべき重要な論点であった。こう

して，私は，ある種の学説に疑問が生じたり，

何であれ論争が非生産的に感じられる場合は，

できる限り問題の原点に立ち戻ること，そして

現実の中で，できれば実践的感覚を持って考え

ていくことが大切だと思うようになった。

２．二つの「自治」から学ぶ 

─地方自治と大学自治─

　７０年代初頭の「ドル・ショック」と石油危機

は，高度成長から一転して，日本資本主義を財

政危機とスタグフレーションの渦中に巻き込む

こととなった２）。それまでの急激な経済発展の

もとでの激しい人口移動と都市と農村との不均

等発展，都市的生活様式の浸透などは，家族お

よび地域の共同性に基づく住民生活を困難に
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し，核家族，単身家族の増加をもたらした。マ

イホーム主義の普及と家庭電化，マイカー依存

といった住民生活の変化は，国内市場の拡大と

成熟化をもたらすものの，ますます消費生活の

個別化を押し進め，人々に高負担とローン漬け

の生活を余儀なくさせるものであった。

　こうして，地縁，血縁から切り離され，企業

などの「社縁」に強く依存せざるを得ない「会

社人間」が作られていった。「学歴社会」は，理

工ブームのもとに高度成長期の技術革新に対応

できる技術者を大量に養成しつつ，ラダー（階

差）構造を作り上げることによって企業などに

必要な人材を供給する選別システムとして機能

するものであった。また高等教育人口が増大す

るにも関わらず公教育費が抑制されたままで

は，ますます教育費の家計依存を強めるものと

なり，教育をめぐる生存競争がサラリーマン化

する国民の生活を圧迫するものとなった。

　こうした結果，住民の生活を支える保育，教

育，医療，交通，住宅，水道などの整備は自治

体にとっても大きな負担となり，中央政府の硬

直的な行財政統制のもとではこうした課題に応

えることは困難であった。失業の増加や物価上

昇の下で住民生活の危機が深まるにつれ，生活

防衛のために，地域における営利主義と官僚主

義に対する民主的規制の具体的な課題が提起さ

れることになった。当時，数多くの革新自治体

が登場し，民主的な行財政をめぐる議論が高ま

っていくことは，当然であった。

　私の立命館大学における研究と教育の取組

は，このような経済社会情勢のもとで始まって

いた。産業社会学部で「現代産業論」を担当す

ることになるが，それは，日本の産業分析を行

う上での理論と実態を考えることであり，さら

に様々な産業政策を分析しつつ産業構造の改革



問題を検討することであった。それとともに，

私立大学の現場を踏まえ，特に私学の財政問題

に着目すること，そしてまた，国の政策レベル

にとどまらず，住民の視点から産業のみならず

経済社会の改革問題を考えていくこと，の二点

はその後の私の研究生活を大きく支配すること

になった。いわば二つの自治論，すなわち地方

自治論と大学自治論を考えるということでもあ

った。

１　行政水準論から「暮らしの組織」論へ

　先にみたように，戦後における急激な経済発

展のもとでの都市的生活様式の浸透は，地方自

治体に対して大きな行財政負担を強いるものと

なった。営利主義を支える地域開発政策による

負担も加重しながら，そもそも三割自治と呼ば

れた地方財政は多くが危機的状況を迎える。地

域における不均等発展の是正，つまり都市と農

村にみる地域的不均等を地方交付税制度などを

手がかりに調整していく，といった国と地方，

地方と地方の財政調整制度も，ナショナル・ミ

ニマム保障の方向性を一定程度，持ちながらも

不十分なままにとどまり，結果的には国の基準

行財政システムのもとで地方自治体に対する上

からの画一的統制をすすめるものとなった。補

助金制度はさらに国からの地方へと官僚主義が

蔓延る要因となった。

　こうした時期に，私たちは京都府から委託調

査を受けた。それは「地方自治体における行政

水準の研究」というテーマで京都自治問題研究

所において受託（１９７３年度）したものであり，

以来，十名近くの自治体問題の専門研究者が数

年間の共同研究を行うことになった。その主な

成果は『地方自治とシビル・ミニマム』という

著作３）で発表されている。
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　従来，行政水準という表現は身近なわりに，

科学的な概念として確立しているわけではなか

った。おそらくわが国では，シャープ勧告以

降，平衡交付金という形で行われる財政システ

ムのなかに定式化されたとみて良いであろう。

住民一人あたりに必要な施設をどれだけ整備す

るか（基準財政需要額），所得上昇に向けてど

れだけの産業を誘致するかといった概念であ

る。それはやがて中央集権的な行財政管理方式

として整備されていくものであった。私にとっ

ては，かつてアメリカの戦時動員体制におい

て，肥大化する財政需要のために財政危機とイ

ンフレーションが進行するなか，政府が優先制

度や割当制といった行政基準を開発し，それを

もとに軍事調達過程をつうじて私的独占相互の

競争関係を強め，「企業合理化」と産業再編成

を組織していったプロセスを想起させるもので

あった。

　周知のように，シビル・ミニマムという考え

方は松下圭一４）によるものである。そして１９６８

年に策定された「東京都中期計画」において，

それは実際の行財政管理方式として構成されて

いった。そこでは次のように述べられている。

　「この計画においてシビル・ミニマムとは，

近代都市が当然そなえていなければならない条

件の最低限，すなわち住民が安全，健康，快適，

能率的な都市生活を営むうえに必要な最低条件

である。それは，都市サービスの面からみれ

ば，そのサービスが住民に人間らしい生活を保

障するものであるといえようし，都市の施設の

面からみれば，その施設が住民の生活活動にと

って必要最低限の機能を発揮するものであると

いえよう。」５）

　これは，日本国憲法第２５条の生存権規定を，

シビル・ミニマムという考え方によって地域社



会から実現していこうとするものであるが，そ

れを合理的に算定すること，そして現実の地方

行財政の枠組みのなかで展開させることが至

難なことはいうまでもない。そのために，東

京都は，PPBS（Planning Programming and 

Budgeting System）という，もとはGM社の科

学的経営管理制度や第二次大戦期の戦時動員制

度に起源を持ち，１９６６年にはアメリカ連邦政府

の非国防分野にまで導入された，システム・ア

ナリシスを踏まえた計画中心の予算策定を行う

という新たな行財政管理方式を採用することを

企画するのであった。つまり，多年度計画

（「中期計画」では３年）に基づいて，事業別の

予算をたて，目標達成のための費用と効果を分

析し，プログラムの代替性を提示して，政策決

定者による意志決定の科学的情報を提示するの

である。シビル・ミニマムという行政水準を達

成するための科学的な行財政管理方式が実現す

るかに見えたのである。

　しかし，資源の最適配分を可能にする行財政

管理方式と言っても，それは，そもそも財政危

機のもとで限られた公共資金の配分を行う合理

化の手段になりかねない。しかも，それは施設

などのモノとサービスの数量的な配分を示して

いるに過ぎない。いくら立派な校舎を建設して

も，教員の自主性が発揮されず，管理された教

育が行われるならば，子どもたちの発達は抑制

され，住民への抑圧が支配する学校にもなりか

ねないであろう。とりわけ，この行政水準論と

行財政管理方式は公共サービスの選択に関わる

住民の学習と参加の機会を奪い，住民の自治能

力と民主主義を損なう懸念さえ私たちに感じさ

せるものであった。

　この時期，私たちは京都府の政策研究や，同

じく革新自治体と言われてきた多くの地方自治
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体，東京都や横浜市もそうだが，例えば長崎県

香焼町，長野県飯山市などを訪問調査して，い

わば「民主的地域づくりと行政水準論」という

テーマを追求していた。そこで私たちが到達し

た議論は，「くらしの組織」論であり，「民主的

地域づくり」論であった。それは大きく言え

ば，松下圭一らの憲法２５条を基点とするシビ

ル・ミニマム保障の行財政水準を越えて，憲法

９２条を含め，日本国憲法全体を地域と住民生活

に活かすということであったように思う。都市

的生活様式のもとでの個別化や貧困化，民力低

下を抑制し，むしろ地域力や住民力を高める行

政の役割はどのようにすれば実現可能か，革新

自治体の経験のなかでどのような行財政水準論

が構築されているのか，などに関心を持ったの

である。近年，世界銀行など国際機関における

国際開発理論のなかで，ドナーの押しつけでな

く，貧困の当事者「自らがドライバーの席に座

る」ことが必須であるとする「オーナーシッ

プ」や「エンパワーメント」が重要な要素とな

ってきたが６），当時，私たちは，住民の民力を

培養し，高めていく行財政活動のあり様に着目

した行政水準論をこのように展開しようとして

いたのである７）。

２　私学助成運動のなかで大学自治論を考える

　１９７５年に私学振興助成法が成立した。そこに

は，「私立学校の教育条件の維持及び向上」，

「修学上の経済的負担の軽減」，「私立学校の経

営の健全化」という三つの目的が掲げられてい

た。このために，私学経常費の二分の一まで公

費助成を拡大しうるとしたのであるが，現実に

は「第二臨調」の下にそれは増加から削減への

転換が進むことになった。日本の大学生の８割

が私学で学んでいる状態で，それは高等教育費



の家計依存をいっそう強めることになり，教育

をめぐる格差構造の拡大とともに，青年学生の

「親ばなれ」，自立化にとって大きな障害をもた

らすものであった。

　一方，大学の国公私間格差も依然として大き

な問題であった。１９８１年度のデータでは，公財

政支出比率は，国立大学は６９.８％，公立大学

６３.１％であったのに対し，私立大学は１６.４％で

あった。その分，授業料，入学検定料の負担

は，国立大学６.３％，公立大学５.６％に対し，私立

大学は５１.６％という現状であった。私学は財政

困難とともに同じ高等教育機関相互において厳

しい競争関係に置かれたのである。それはま

た，８割の学生が私学に学んでいることによっ

て，日本の高等教育への公財政負担を先進資本

主義各国のなかで最も低位にあることを可能に

した。

　立命館大学に籍を置くことになった私にとっ

ても，こうした私立大学の財政状況，高等教育

費の家計依存と格差・競争関係，公財政支出の

低水準などを改善していく課題は，日常の教

育，研究のためにも，取り組まなければならな

い当然の仕事であった。特にそのきっかけとな

ったのは，立命館大学に赴任して間もなく，あ

る先輩教授から「国立大学からやってきたの

に，そもそも君は私学のことが分かっているの

か？」と，私に投げられた突然の発問であっ

た。財政学の研究をしていたこともあって多少

は分かっている積りだったが，この指摘は，そ

の後，私学を考えていくうえでとても強い動機

になったことを思うと，今では，むしろ感謝し

なければならないと思っている。教授会での国

庫負担委員活動，関西教授会連合の取組，学生

も含めて全学で進める公費助成推進委員会活動

などがその場となった８）。ただ，それはやがて，
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私学助成の取組であるにとどまらず，大学財政

の分析，さらには大学自治の新しい在りかたを

考える機会にもなっていったのである。

　大学，とりわけ私立大学の財政分析は，社会

的にも，学会レベルでも，それほど多くの蓄積

がなかったのが現実であった。教育政策，それ

も教育費や教育財政に関わる研究の中心的課題

は，やはり初等，中等教育に置かれていて，高

等教育の分析は相対的に立ち遅れていたと言っ

て良いであろう。言うまでもなく，１９６０年代後

半の大学問題の激化は，高度成長期の人材需要

の増加と高等教育人口の膨張の中での学費を含

む国民の負担に関わって大きな社会問題になっ

ていたし，「学歴社会論」のもとに展開された

「大学ラダー論」９）は，当時，競争的な環境のも

とでの高度人材の育成を担保し，教育をつうじ

て国民生活の合理化と国民の社会的な格差構造

を創出・維持している現実を批判するものであ

った。しかし，私学振興助成法が成立して以降

の私学財政の実態と問題点を分析している研究

は殆ど見当たらなかった。

　私学に対する経常費補助が法によって制度化

され，本格化するかに見えながら実際は抑制の

動きになったことは既にふれたが，それでも学

費負担を軽減する方向を取ったかと言うと，そ

うではなかった。そこで，私は，そもそも私学

財政の枠組みの中に学費負担の軽減をもたらす

仕組みがなかったのではないかと疑うに至っ

た１０）。それは１９７１年に政令によって施行された

「学校法人会計基準」にもとづく私学独自の会

計方式にあった。特にこの会計基準の中に設定

された基本金である。この基本金とは，学校法

人が設立当初に取得した教育用の固定資産，あ

らたな学校の設置や学校の規模拡大あるいは教

育条件充実のために取得した固定資産，「基金



として継続的に保持し，かつ運用する金銭その

他の資産」，そして「恒常的に保持すべき支払

資金」を指している。この基本金は，原則とし

て資産を取得した年度に，学費や補助金など学

校法人の帰属収入から優先的に組み入れること

になっているのである。つまり帰属収入から先

ず基本金を差し引き（＝組み入れ），その上で

経常的経費の収支（消費収支）がはかられるの

である。

　学校法人が，自己資金，自己財産によって学

校の実体を維持するという規定自体は，大学運

営の無政府性や不安定性を排除しつつ，大学と

しての社会的責任を実現する意味で重要であろ

う。ところが１９６０年代の学生急増期への対応の

中で，多くの大学はこの実体維持規定を充足す

る条件を欠いてきたのである。「伝統的私学」

や寄付金を集めることのできる私学はともか

く，多くの私学は，設置基準すら確保されず，

しかも多額の借入金によって施設，設備の整備

をおこなってきたのが実態であった。そのため

に，経常費補助金の拡大は，むしろ基本金組み

入れを促進させる役割を担ってきたとさえ言え

るのである。さらに，来るべき少子化による学

生数の減少を見越して，経常費補助金による財

政の増加分を校地拡大や設備投資にまわし，私

学間の競争の中でより優位な地歩を築こうとす

る私学の動きを支える役割を果たすことにさえ

なるのであった。

　経常費に対する公的資金の投入は，本来，私

立大学の日常的な教育環境（学生対教員比な

ど）の改善，そして家計依存の強い学費負担の

軽減に向けて優先的にその効果を発揮すべきな

のに，優先的な基本金組み入れの仕組みによっ

て事実上の基本財産蓄積型の投資を呼び込むこ

とになったという現実は，一方で国家による私
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学に対する官僚的統治を強める作用を果たすと

ともに，民間企業とは違うが一種の営利主義を

はびこらせ，私学の側で経営優先の教学運営を

進めさせる危険性を孕んでいたのである。

　こうした私学をめぐる事態の推移は，従来の

大学自治論からしても興味深い論点を提起した

ように私は思っている。それは，「自治体とし

ての大学論」を展開された私の恩師，故島恭彦

教授へのインタビューの際に交わされた議論の

中で表面化した１１）。

　１９６０年代の大学問題以降も大学の大衆化が進

んでいく中で，学生は数年間，大学キャンパス

に滞留するのみという意味での「大学＝停車場

論」，「学生＝通過者集団論」はさすがに影をひ

そめ，また教授会による狭い大学自治論から，

学生も自治の主体であるとする大学づくりの取

組も進んできた。しかし，学費負担が強まる中

で，「受益者負担」にふさわしいサービスを求

めるという教育投資論も，「大学＝停車場論」

の延長線上にある「大学レジャーセンター論」

とともに強まりつつあった。そこで私は，学生

も含む全構成員自治として大学自治を捉えなけ

ればならないが，私学の場合はもちろん，国立

でさえ公的資金のみで大学の経費を賄うことは

おそらく不可能であるから，そこでは協同組合

的な大学運営が重視されるべきであり，高度な

社会人材の育成をはかる大学教育は教職員の教

育責任の遂行と，学生，父母の負担を伴う参画

によって実現されると，このインタビューの中

で私は述べたのである。しかし，この大学論

は，その後の経過から考えると依然として不十

分であった。大学をあらためて社会の中で位置

づけ直す取組が必要となったのである。



３．プライバタイゼ－ション研究 

─新自由主義に洗われる公共セクターの機能─

　１９８５年のイギリス留学は，財政学研究から始

まって，地方財政と地域論，大学財政と大学づ

くり論を進めてきた私にとって大きな転換期と

なった。それは，担当していた現代産業論の枠

組における産業政策研究の発展とも結びつくも

のであった。つまり，サッチャリズムの実証的

な研究である。それは数年後，『プライバタイ

ゼーション─イギリス産業社会の再生戦略─』

として公刊された１２）。

　ところで，このような研究計画が予めあっ

て，そのために留学先のサセックス大学の研究

者や研究機関の事前調査をしていた訳では，も

ちろん，ない。それどころか，今日では考えら

れないことであるが，先方からの客員研究員と

しての招聘状も持たないままに，妻と二人の娘

（現地ではハイスクールに通うことになる中学

生と，小学生）がヒースロー空港に降り立った

のである。幸い，ブライトンの町の閑静な住宅

地に貸家を見つけ，親切な隣家の老夫婦は病院

やショッピングなど生活環境への適応を支えて

下さった。また娘たちは，すぐに現地学校への

入学が認められて，まずは集中的な英語の個人

レッスンを受けることになり，クラスのなかに

も優しい友達に恵まれた。しかし，サセックス

大学での受け入れはなかなか困難で，最初は総

合政策研究所にあたったが，結局，社会科学部

に在籍していたK.マコーミックが私の面倒を

見てくれることになった。彼は日本研究を行っ

ている社会学者で，私の世話をすることが彼に

とっても意義があると考えたのであろう。彼は

英会話の手ほどきから，大学の研究者の紹介，
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やがては私の研究関心について様々なアドバイ

スを与えてくれる存在になった。そして私に用

意された研究室はなんと，当時，不在であった

R.ドーア教授の部屋であり，彼のデスクであっ

た。こうした形で留学を開始できたのはラッキ

ーとしか言いようがないが，その後，私自身，

１９９４年に半年，２０００年に一年間の留学を同じ

（と言っても社会科学部とヨーロッパ研究所の

客員研究員としての招聘）サセックス大学で研

究し，また何人かの立命館大学の先生にサセッ

クス大学に留学するために紹介し，彼らを受け

入れて貰うことになるとは，正直言って，想像

できないことであった。

　当時，首相であったM.サッチャーは，国有

部門であった鉄鋼，造船，石炭業，ガス，電力，

テレコミ部門などの民営化を強行しつつあった

し，労働市場の弾力化や流動化を推し進め，さ

らに教育制度，社会保障制度の改革を推し進め

ていた。「イギリス病」が言われて久しい社会

状況のもとで，産業の衰退と産業国有化，長年

の労働党政権下の「福祉国家」政策による失業

対策や社会保障政策などがイギリスの国際競争

力を落とし込め，国家の財政負担を強めている

という認識が強くあったのである。イギリス経

済社会の「再資本主義化」が基本的な打開策と

考えられたと言えよう。その切り口がプライバ

タイゼーション（＝民営化）政策である。

　１９７０年代末（１９７７年），イギリスの公共企業

はテレコミ，電力，ガス，鉄道，郵便，鉄鋼，

自動車，航空，バス，貨物輸送部門でGDPの

１２.７％，雇用数は約２３４万人（全労働人口比

９.４％）を占めていた１３）。高度化した社会保障

制度を含めて，M.サッチャーをして「イギリス

は半社会主義国」と言わしめた所以である。そ

こで，プライバタイゼーション政策は，公的所



有により政府の介入が行われるために生じる生

産の非効率，独占のために市場での競争が欠落

することによる生産の非効率の現状に対して，

プライバタイゼーション政策を実施して，私的

所有によって政府からの干渉を防ぎ，市場にお

ける企業のコントロール機能によって生産効率

を引き上げようとしたのである。あまりにも明

白となった「政府の失敗」を糾弾し，プライバ

タイゼーション政策によって資本主義社会とし

て再建しようとする戦略である。それは，国家

あるいは公共機能による完全雇用を実現しよう

とするケインズ主義経済政策と真っ向から対峙

する「新自由主義」政策の登場であった。しか

し，それは多国籍化し，そしてグローバル化し

つつある世界企業の活躍する環境を再整備する

ことによって，さらに大規模に「市場の失敗」

を招くことを予測させるものであった。

　この留学期間中に始めることになったM.サ

ッチャーのプライバタイゼーション政策の私の

研究は，必然的に次の二つの研究課題を考えさ

せることに繋がっていった。一つは，パブリッ

ク・セクターとプライベート・セクターとの社

会的関係を改めて検討することであり，もう一

つは，こうした社会的関係自体が最早，閉じら

れた国家の中では論じきれない，ということで

ある。

　後者については，サッチャリズムのもとのイ

ギリス経済社会は，プライバタイゼーション政

策によって再活性化するとしても，既に１９７３年

にイギリスはECに加盟しており，その一員と

して経済政策や社会政策を統合的に進めていく

責務を期待されていた。もっとも，イギリスは

ECの優等生ではなくて，むしろEC政策による

国家を超えたより深い統合が課題になるたびに

ECからの離脱の声をあげかねない状況にあっ
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た。その意味で，私は，この留学の期間中もサ

ッチャリズムによるイギリスの産業社会の再生

戦略はヨーロッパ市場への魅力を強めざるをえ

ないとしても，ECの共通政策と調和すること

が難しいのではないかと考え，一定の検討を行

っていた。それは１９９４年に行った二回目の留学

での研究課題として，EC政策の分析の中で継

続していくことになった。そして前者は，パブ

リック・プライベート・リレーションズ，さら

にはパブリック・プライベート・パートナーシ

ップの政策研究へと展開させるものとなってい

った。

４．アカデミック・インフラ論の政策研究

　このパブリック・プライベート・パートナー

シップの政策研究１４）は，新しい大学論の展開

と結びつくことになる，じつに実際的なきっか

けがあって具体的に進むことになった。それ

は，立命館大学が学費政策の提案をめぐって学

生参加のもとで全学的な討議を行う「全学協議

会」，その１９８８年における合意事項にあった。

というのも，この「全学協議会」は，「地域に開

かれた大学づくり」を学園政策の大きな目標に

設定したのである。これを踏まえて，人文科学

研究所に「地域研究室」が開設され，また大学

の研究教育事業を地域社会と結ぶ「リエゾン・

オフィス」が設置されたのである。

　幸い，私は専任研究員として「地域研究室」

に配置され，何人かの同僚とともに「大学のあ

る町・京都」の特質を活かした都市政策の展開

を検討する環境を与えられた。それは例えば

「大学の地域社会に及ぼす経済効果」の研究で

あったし，歴史文化都市・京都の特質を検証す

るために行った全国の「小京都に関する調査研



究」などであった。なかでも大学都市研究は，

京都市とも連携して行われたもので，謂わば

「地学連携」のプロジェクトとなったのである。

　私たちは，その一環として，１９９１年５月に

「『大学と地域』に関する国際シンポジウム」１５）

を開催した。それは，イギリス，ドイツ，EC本

部さらには韓国から研究者に参加して貰って，

知的社会基盤として，大学などの高等教育機関

が地域社会にとって必須の社会基盤になってく

るとして，アカデミック・インフラストラクチ

ャーに関する政策研究を開始したのである。今

日，通商産業省など政府部門が日本経済の中期

展望として，これまでの「科学技術立国」論を

越えて，「知識基盤社会」論を謳っているのは

同様の問題意識であろう。

　ついでに言うと，この「知識基盤社会」論の

政策提起は遅すぎるし，内容も不十分である。

例えばヨーロッパではEC，そしてEUの共通政

策として，既に１９８０年代中頃から国家を超えた

プログラムを実行している。情報化技術に関わ

る共同研究を組織する ESPRIT（European 

Strategic Programme for Information 

Technology）や，テレコミュニケーション産業

の共同開発を進める RACE（Research and 

Development Communication Technology for 

Europe）を開始していたし，BRITE（Basic 

Research in Industrial Technologies for 

Europe）も生産技術の基礎研究をECレベルで

支援するものであった。さらにCOMETT計画

はこうした分野の技術者を養成するプログラム

である。ただ，これらの科学技術の開発と人材

育成プログラムとならんで，エラスムス計画の

ように大学・高等教育機関の学生交流，教員交

流そしてカリキュラム開発などが大規模に行わ

れ，さらにレオナルド・ダビンチと呼ぶ職業訓
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練プログラム，３１ヶ国を対象にするYOUTHプ

ログラム，文化やメディア関連の支援プログラ

ムなどがヨーロッパ全体を射程に入れ，EC，

EUといった国家を超えた社会統合のための重

要課題として，まさに「知識基盤社会」化を押

し進める総合的な政策体系を推進してきている

のである１６）。とにかく，こうした動向は，私た

ちのアカデミック・インフラストラクチャーに

関する政策研究を大いに勇気づけるものであっ

た。

　この政策研究を推進するには，当然に，地方

自治体からの参画を得，その政策課題として協

同で行うことが必要であった。そのために，京

都府や京都市，BKCキャンパスが立地するこ

とになる草津市などの企画部門が参加してくれ

ることになった。なかでも京都市は「大学のま

ち京都」プランを市内の大学からの参加を得て

策定する途上であった。そして，立命館大学と

京都市が呼びかける形で，大学が比較的多く立

地する２８の主要都市が参加した「大学都市会

議」が１９９２年にスタートする。京都府，文部省

と国土庁も後援し，海外からはD.キャリーズ

（ハワイ州立大学），H.クリューガー（ケルン大

学），A.フィールディング（サセックス大学），

K.ウーリック（ケルン市都市計画局長）が報告

を行ってくれた。それは，地域のなかへの学術

機能のインテグレーション，地域インフラスト

ラクチャーとしての学術機能の整備と開放，地

域にある大学相互のネットワーク化の必要性な

どを確認するものとなった。そして翌１９９３年に

は，地域における「生涯学習に果たす大学の役

割」が，１９９４年は「地域における産官学連携の

あり方」が討議される。そして１９９５年には，大

震災の影響が残る西宮市で，多くのイベントが

キャンセルになったものの市制施行７０周年記念



事業として唯一，この「大学都市会議」が招聘

され，「市民と大学の新たな接点を探る」とい

うテーマで，震災後の学生ボランティア活動な

どの貴重な体験も踏まえて市民と大学が相互交

流できる仕組みを考えるシンポジウムが開催さ

れることになった。また翌年の「大学都市会

議」は北九州で開催され，大学の諸機能を活用

した「地域からの国際化」がテーマになって，

この面からアカデミック・インフラストラクチ

ャー構築の意義が議論されることとなった１７）。

　こうした「大学都市会議」の取組は，その後，

京都市が母体となって支える形でスタートする

「大学センター」さらには法人格をもつ「大学

コンソーシアム京都」の活動として，単位互換

制度を活用した講義や産学連携の取組など，よ

り現実的，恒常的な事業を始めていくうえで

様々に貢献するようになったと思っている。

　ただ，こうした取組に参加していた京都府と

しては当初から不満があったようである。ある

日，これまで大学側として提案してきた私と故

堀田牧太郎（当時，法学部教授）は京都府の企

画課長に呼び出された。府庁の一室で，「京都

市にとっては好都合に企画を進めておられる

が，京都府にとって意義のある企画はあるの

か？」と問われたのである。確かに，京都府地

域から京都市域を除くと周辺地域であるし，多

くの大学・高等教育機関はその大半が京都市内

に立地している。そこで私たちが答えたのは，

「大学が立地していなくても，その機能を地域

社会の発展に活かすのがアカデミック・インフ

ラストラクチャー政策研究の課題であります」，

「京都府には京都市にないもの，つまり日本海

の海岸があるではないですか」の二点であった

ように覚えている。そこで私たちは環日本海時

代に果たすべき京都府の役割について政策研究
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をしてみよう，ということになった。

　そして１９９２年１１月，舞鶴市において「環日本

海時代における知的社会基盤の構築」というタ

イトルで第一回目となる国際シンポジウムを開

催するのである１８）。このシンポジウムには，

文・釜山大学教授（韓国），郭・東北財経大学

副学長（中国），N.クズメンコ・ロシア語講師

（ロシア），D.エジントン・UBC教授（カナダ），

N.コクラン・首席行政官（EC）が海外から参

加し，この間，冷戦構造の下で疎遠にされ，冷

たい海であった日本海が交流と発展の新しい時

代を迎えつつあるという，かなり興奮した雰囲

気の中で討議を交わすことが可能になった。こ

のシンポジウムの結果は，ただちに「環日本海

アカデミック・フォーラム」という会議体を創

って，継続的に議論をしていこう，という提案

になり，翌１９９３年１１月に，そのための専門家会

議が開催されることになる１９）。この会議体は，

やはり産官学の連携組織で，毎年，テーマをも

った全体会議を行うものの，分科会システムを

採用して環日本海の研究を行い，それを発表，

討議する学会的な場としても機能させる工夫が

なされた。また会費と京都府からの助成でこう

したシンポジウムを開催するだけでなく，海外

を含む地域調査や環日本海に関する研究補助を

行い，シンポジウム自体も韓国や中国で開催す

る，といった国際的なフォーラムとしての活動

を続け，途中，環日本海という名称を改定して

「北東アジア・アカデミック・フォーラム」と

いう組織で２年前まで活動してきた２０）。この

間，学会のみならず，地方自治体も含めて，国

を越えた多様なネットワークを築いたことは，

それ自体，アカデミック・インフラストラクチ

ャーの構築に向けた研究事業になっているとい

うことで，大きな意義をもつものとなったと考



えている。しかも，こうした京都地域における

取組は，全国的にも注目を集め，日本海時代の

到来を読み込んで１９９５年に設立された「環日本

海学会」（同学会はその後，北東アジア学会に

名称変更）の準備過程にも連動していくことに

なった２１）。

５．インターナショナル・リージョナリズムの

政策研究

　「社会主義体制」の崩壊と国境を越えた単一

市場化の動向は，情報化技術の発展とともに経

済社会システムにおけるグローバライゼーショ

ンを一気に進めるものであった。グローバル化

のもとに，新しい貧困と対立・紛争，深刻な社

会格差が一握りの投機的利得とともに拡大して

いるのが今日の実相である。新自由主義の声援

も受けて，企業はますます国家を乗り越えた活

動を展開し，政府の権限と相対的に対峙する立

場を強めている。国家が国民経済のコンセプト

のもとに国内市場を統括し，全権を担うと想定

する時代は過ぎ去りつつある。一方，情報化と

交流の進展は，国を越えた多文化理解に自らの

豊かさを受けとめ，地球規模での共生的発展を

志向する人々を急激に増加させている。一国中

心主義の近代国家体制は次第に後退を余儀なく

され，国家と国家の対立と緊張の図式は，国家

の障壁を引き下げることを通じて，修正して行

かなければならない時代が登場しているのであ

る。

　私は，１９９４年に与えられた国外研究の際，サ

セックス大学ヨーロッパ研究所に客員研究員の

ポストを得て，EC研究に取り組むことが出来

た。この間，ブリュッセルのEC本部を何度か

訪問し，EC共通政策，分けてもDGⅠという対
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外政策の動向を学んだことは私の研究のもう一

つの転機となった。前に紹介した「環日本海時

代における知的社会基盤の構築」国際シンポジ

ウムにN.コクラン・首席行政官を招いたが，

彼が激務の中にありながらも丁寧な対応してく

れたのである。言うまでもなく，当時，ECの

対外政策の重点は，加盟国の各種行政基準を統

一し，さらには国家主権さえ部分的に制限する

域内統合とともに，「社会主義体制」崩壊後の

中・東欧諸国に対する移行社会化への支援に置

かれていた。１９８９年からG２４ヶ国の援助プロフ

ラムとして始まったファー（PHARE）プログラ

ムがECとしても中軸的な支援政策となった。

大学などの研究機関や，ツイニング・プログラ

ムに職員を派遣する商工会議所など民間セクタ

ーもこのEC政策に協力するパブリック・プラ

イベート・パートナーシップが推し進められて

いった。こうした研究に向けて，N.コクラン

は，私が比較的，資本主義市場化が良好に進ん

でいるチェコやハンガリーの経済事情やEC政

策の動向を調査するにあたって出先機関にアポ

イントメントを取るなどの協力をしてくれたの

である。

　ヨーロッパにおける，この移行社会研究は間

もなく，「より深い，より広い統合」をめざし，

新しい組織となるEU（欧州共同体）の拡大政

策の研究に引き継がれていくことなった。この

移行支援政策からプレ受け入れ戦略へと展開し

た EUの研究を行うチャンスを与えられたの

は，同じサセックス大学ヨーロッパ研究所での

２０００年度の学外研究であった２２）。

　周知のように，当時，１５ヶ国で構成されてい

たEUは，中・東欧諸国からの加盟申請を受け

て，１２ヶ国の候補国を加えて２７ヶ国の拡大EU

のために必要な体制を整えていく。例えば，



２００１年のニース閣僚会議２３）は「ヨーロッパ型

社会モデルを今日化する」として，拡大EUの

議会，閣僚理事会，欧州委員会などの持ち票や

配分を決めている。ただ，候補国の社会・経済

状態は，移行社会化への支援を受けてはきたも

のの，加盟国との格差は大きく，とても「より

広い統合」の対象となるものではなかった。そ

こで１９９３年のコペンハーゲン閣僚会議は，その

道筋が容易でないことを承知しつつも，加盟受

け入れの政治的，経済的基準を決め，欧州連合

の政策や規制の内容と水準を示すアキ

（Acquis Communautaire）への対応をもとにし

て加盟交渉を進めることにしたのである。

　ここで私たちが注目しておきたいのは，コペ

ンハーゲン閣僚会議で決められた加盟受け入れ

の政治的，経済的基準２４）である。それは，

①　民主主義，法によるルール，人権，そして

マイノリティ保護を保証する制度が安定し

ていること，

②　市場経済機能を拡充し，欧州連合における

競争力や市場に対応する能力を獲得してい

ること，

③　政治的，経済的に，そして通貨同盟を含め

て，欧州連合メンバーとしての責務を果た

す能力を備えていること，

④　欧州連合の諸規則を国内の法制度に移行

し，適切な行政，司法をつうじてそれを効

果的に実行するために行政構造を再編成

し，よって統合のための条件を創造するこ

と，

とされていて，「欧州市民」としての人々の成

長と，国家主権を越えて「ヨーロッパ型社会モ

デル」を創造する共同体の構築である２５）。

　欧州連合が，部分的ではあれ，通貨統合を実

現し，その憲法的規定となる欧州基本権憲章を
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定め，こうした「より深い，より広い統合」を

めざしてきた取組は，今日，ギリシャ財政危機

に端を発する国際的な金融不況などに直面して

いるものの，それだけに「ヨーロッパのガバナ

ンス」として，確信を持った，忍耐強いプロセ

スを築いていかねばならないのである。インタ

ーナショナル・リージョナリズムの先進地域と

して欧州連合は評価されるし，そのグローカル

なアプローチは，グローバライゼーションに対

抗する多文化共生型の持続的な社会を構築して

いくモデルの役割を果たしつつあると考えるの

である。

　ところで，こうしたアプローチは，欧州共同

体にとどまらず，今日，多くの場面や分野で進

められていると私は思っている。例えば国際機

関でみると，世界銀行は，グローバライゼーシ

ョンが進行する中で重債務諸国などの貧困がい

っそう深刻化してきた現状に対して，その克服

のための「救済イニシアティブ」を実施するに

あたって，貧困国地域が自らの力で「貧困緩和

戦略ペーパー」を作成するというオーナーシッ

プを重視し，「貧困な暮らしを余儀なくされて

いる人々」自らが「ドライバー席」に座れるよ

うエンパワーメントする取組を進めてきた。そ

の一環として，知識の開発と交流，知識のロー

カライゼーションを進めるために世界銀行は

１９９９年，グローバル・デベロップメント・ネッ

トワーク（GDN）の構築を提案した。私も，ド

イツのボンまで出かけ，新機軸の政策を今，ま

さに発動しようとする熱気に溢れる創設会議に

参加したが，そのまとめにあたって，J.スティ

グリッツは次のように発言していた。

　「私たちは今，大きな期待のもとに新事業を

始めている。つまりGDNと呼ぶグローバルな

組織によって，ローカル，ナショナル，リージ



ョナルそしてグローバルといった各レベルにお

いて民主主義的なガバナンスを築き上げ，相互

のダイアログを拡充し，コンセンサス・プロセ

スを強化していく事業である。この事業の大本

になるのは，知識，つまり一般的原理に関する

グローバルな知識と，この地球の無数のローカ

ルなコンテキストにおいて，この一般的な原理

がいかに働くかに関するローカルな知識であ

り，構築される理論と経験的な事実に関する知

識である。私たちは，無知や貧困の罠，一部の

エリート，盲目的なイデオロギー主義者，そし

て自己目的といった連鎖から解放されて，民主

的で公平な社会を作り，社会の持続的な移行を

可能とするのは，GDNのように，オープンな

討議やアクティブな研究活動を通じてであると

確信する２６）」。

　この発言は，私にとって，じつに嬉しい衝撃

であった。というのも，アカデミック・インフ

ラストラクチャーが今日の地域社会にとって重

要な役割を果たすようになってきていることは

確信していたものの，環日本海時代の国際社会

を創造していく上でも，その明確な役割を再認

識したからである。大学や研究機関がピロー

（橋脚）となり，それらをブリッジすることに

よって，普遍的な知識や技術がグローバルな広

がりをもって浸透して，人々と地域の開発に貢

献するとともに，時には暗黙知をも含むローカ

ルな個別的知識がそれぞれの地域から発信さ

れ，相互に交流され，全体として，国際社会に

おける多様性の認識と共有関係を強めると確信

できたからである。「私の地域」は，これまで

疎外されてきた他の地域を含めて，「私たちの

地域」となる。知識の開発と認識の拡充が共生

型社会の基盤となるのである。

　きわめて実際的な事例であるが，立命館アジ
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ア太平洋大学の創設と展開は，まさにアジア太

平洋地域の平和な共生型社会の発展を大きなミ

ッションにしている。それは現在，アジア太平

洋地域にとどまらず１００ヶ国近くから集まる国

際学生を一つのキャンパスに迎えているが，そ

れだけグローカルな知的ネットワークが日々，

構築され，協同の国際的な社会開発に貢献する

人材が育っていることを意味している２７）。こう

した，GDNの取組や，アカデミック・インフ

ラストラクチャー構築の試みは，来るべき知的

基盤社会における新しい公共政策分野の形成過

程のものであると言えるかも知れないが，共通

する大きな特徴点として，それらは決して政府

固有の公共政策として実現しうるものではない

ことである。大学などの研究機関や教育機関は

大きな役割を担うが，営利企業のみならず非営

利組織（NGO），コンソーシアムや協同組合，

さらには遅れた貧困地域の住民も参画すること

によって，自らエンパワーする。パブリック・

プライベート・パートナーシップの推進が新た

な公共政策のフレームワークにおいて求められ

るのである２８）。

まとめに代えて

　私にとって，立命館大学での４０年近い研究生

活は，通常，研究者がとる研究スタイルとはか

なり違うものであったと思う。「風の吹くまま，

気の向くまま」と評してみたが，しかし，それ

は主体性を欠いた，風来坊のような研究生活で

あったと告白する積りではない。財政学とい

う，比較的，土俵の広い研究場面があり，国家

と社会の総括的理解を求める性格の学問分野で

あるので，面前に現れる具体的な諸課題を実践

的に解明し，社会のあり様を描いていくスタイ



ルが身近なだけである。私は，自らの研究回顧

として，国家と社会の関係性に軸を置き，プラ

イバタイゼーションの流れを解き明かしなが

ら，やがてはパブリック・プライベート・パー

トナーシップが未来社会の担い手として常態化

するであろう，という視点で大雑把にまとめて

みたのである。

　もっとも，こうした研究のアプローチをとる

にしても，いくつか，そのベースにしたり，関

連して確かめる研究分野もあった。例えば，労

働論や技術論における基本的な論点整理がそれ

である。現代産業論が担当科目であったことも

あるが，この分野では中村静治らの労働手段体

系説を展開させて，三つの労働の分野について

労働を節約する諸方法を技術と捉えた２９）。つま

り，物質的富をつくりだす労働，人間の自由時

間において人間を発達させる労働，災害や公害

を防止するための労働である。「真実の経済─

節約─は労働時間の節約にある……だがこの節

約は生産力の発展と同じ《である》。したがっ

て享受を禁ずることではけっしてなく，生産の

ための力を，能力を，したがってまた享受の能

力とともに，その手段を発展させることであ

る３０）」とマルクスは述べているが，この指摘を

踏まえた労働，技術，経済に関わる基本的な理

解が私の研究の基礎となっている。したがっ

て，その後，私が取り上げた公害・環境の経済

問題や，原子力を含む資源・エネルギー問題へ

のコミットメントも，この発展系となってい

る。ちなみに公害問題については，公害防止の

ための投資と，（無限大の場合もあるが）公害

被害修復費用との社会会計的な比較分析が必

要，という指摘を行ったが３１），原子力発電の経

済分析でもその深刻さについて同様の視点で検

討している。
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　そしてまた，１９９０年代中頃，数年に及んで日

本生活協同組合医療部会から受けた寄付講座に

よる共同研究が，産業社会学部において大学院

生を含む若手の研究者が集うプロジェクトにな

ったことの意義は大きかったと思っている。デ

ンマーク，スイス，イタリアなどヨーロッパに

おける医療政策事情を調査できたし，イギリス

での協同組合に関する国際シンポジウムにも若

手が参画した。私にとって，パブリック・プラ

イベート・パートナーシップのコンセプトを実

体化する上でも有力な機会となった。
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Abstract: My career at Ritsumeikan University for 38 years has been a very happy one. On my 

way, I had the opportunity to work for three years at Ritsumeikan Asia Pacific University, a new 

and unique university. Not only my own research and educational concerns, serving the 

Universities, but also related activities to regional and social affairs, gave me many chances to step 

forward.

　During my student years, I was fortunate in receiving warm instruction by Prof. SHIMA 

Yasuhiko and Prof. IKEGAMI Jun at Kyoto University, and was also favored with many active 

young colleagues. Every circumstance was good for starting and cultivating my own research life, 

free from old academic approaches. Instead, I confronted contemporary national issues. Among 

many fields of economic policy sciences, I specialized in the study of Public Finance. This is a 

brief history of my study in this area.

　Usually, Public Finance deals with the relations between state and either inside or outside 

society, involving strong tensions. I started my study on the issue of “state monopoly capitalism.” 

In order to make this argument more productive, I decided to analyze the reality of the wartime 

procurement process in the USA. And I could verity, as one of the roles of the state, we could 

raise that of organizing competitiveness and rationalizing activities among monopoly capitals. But 

before long, I had to leave this study on the issues of “state monopoly capitalism.” Not only 

talking about the closed relationship between state and capital, we have to study governability 

issues in order to clarify the relationship between state and society in a wider context.

　Active researches on the local autonomy and university autonomy also provided suitable objects. 

After studying the privatization policy which was so strongly initiated by M. Thatcher in England, 

I devoted myself to studying “public private partnership” in order to prepare the next option for 

post “New Liberalism” like Thatcherism.

　My research style was not so rigid one. “As wind blew, when I inclined to” might be my 

research sense. Still, I feel somewhat satisfied with my accomplishments.

Keywords: Public Finance, Local Autonomy and University Autonomy, Privatization, Public Private 

Partnership, Globalization and International Integration

A Brief Review of my Research :
Developing personal studies based on public finance

HAYASHI Kentaro＊

＊ Professor, Faculty of Social Sciences, Ritsumeikan University
　 Professor Emeritus, Ritsumeikan University
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１９７４年３月　　　　　　　　京都大学大学院経済学研究科博士課程単位取得退学
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２００７年４月　　　　　　　　立命館大学産業社会学部教授
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３）「アメリカ戦時統制と優先制度」『経済科学通信』１９７３年夏号

４）「『産業構造改革論』と日本資本主義」『労働経済旬報』９０８号，１９７３年１１月

５）「日本経済の現局面をどうみるか─物不足とインフレーション」『同上』９２１号，１９７４年３月

６）「現代日本の通産行政と「産業構造改革」問題（上）（下）」『経済』№１３５・№１３６，１９７５年

７・８月

７）「関西電力の原発戦略」『暮らしと自治』創刊号，１９７６年９月

８）「民主的地域づくりと行政水準論」『地域と自治体』第５集，１９７６年１１月

９）「革新自治体のシビル・ミニマム行財政」『立命館産業社会論集』第１７号，２２頁，１９７７年８

月

１０）「転機にたつ高等教育と公費助成」『さんしゃ』１１号，１９７８年２月

１１）「産業・貿易構造の特徴と今後の動向」『農業協同組合』２４巻６号，１９７８年６月

１２）「近畿地域産業構造長期ビジョンの特徴」『暮らしと自治』４号，１９７８年８月

１３）「私学助成制度の民主的改革へ」『日本の科学者』１３巻１１号，１０頁，１９７８年１１月

１４）「石油危機と８０年代の産業再編成（上）（中）（下）」『労働経済旬報』№１１１９・№１１２１・№

１１２２，計１９頁，１９７９年１０・１１月

１５）「危機管理の『８０年代通産ビジョン』批判」『経済』№１９６，１９８０年８月

１６）「私立大学の現状と課題」京都自治問題研究所『地域社会と高等教育』１９８１年３月

１７）「岐路にたつ私大財政と私学助成」『経済』№２３９，１９８４年３月
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１８）「『ソフト化社会』への産業政策」『立命館産業社会論集』第２０巻第４号，１９頁，１９８５年３月

１９）「技術革新と産業再編成」『経済』№２５３，１０頁，１９８５年５月

２０）Information Industry ; Electronics and Telecommunications,『立命館産業社会論集』第２１巻

第３号，１２頁，１９８５年１２月

２１）Issues on the Conditions of Workers in Japan,『立命館産業社会論集』第２１巻第４号，３３頁，

１９８６年３月

２２）「イギリスの経済危機と産業再編成─イギリス経済社会の苦悩（１）─『立命館産業社会論

集』第２３巻第１号，２６頁，１９８７年６月

２３）「産業再編成と労働力流動化─イギリス経済社会の苦悩（２）─」『立命館産業社会論集』第

２３巻第２号，３３頁，１９８７年９月

２４）「イギリスの産業政策と社会的生産性─イギリス経済社会の苦悩（３）─」『立命館産業社

会論集』第２３巻第３号，４１頁，１９８７年１２月

２５）「EC統合とイギリス産業社会─イギリス経済社会の苦悩（４）─」『立命館産業社会論集』

第２４巻第１号，３８頁，１９８８年６月

２６）「プライバタィゼーションと社会的生産性（その一）─イギリス経済社会の苦悩（５）─」

『立命館産業社会論集』第２４巻第２号，２５頁，１９８８年９月

２７）「日本の独占─２１世紀への多国籍化戦略─『通商白書』が語る日本的特質─」『経済』№

２９４，１９８８年１０月

２８）「プライバタィゼーションと社会的生産性（その二）─イギリス経済社会の苦悩（６）─」

『立命館産業社会論集』第２４巻第３号，１７頁，１９８８年１２月

２９）「高等教育への公的支出と私大助成」『国庫助成に関する全国私立大学教授会連合高等教育

政策研究会年次報告』１９８９年６月

３０）「イギリスのプライバタイゼーション」『財政学研究』１４号，１０頁，１９８９年１０月

３１）「プライバタイゼーションの動きをどうみるか」『経済科学通信』６１号，８頁，１９８９年１０月

３２）「再資本主義化の戦略としてのプライバタイゼーション」『経済』３１６号，１９９０年８月

３３）「ハイテク立地と民間活力」『行財政研究』第８号，行財政研究所，１９９１年３月

３４）High-technology Strategies and Regional Restructuring, International Journal of Political 

Economy, Vol.２１，No.３，３０頁，１９９１年

３５）「戦後の技術特性と北東アジア─北東アジアの技術協力をめざして─」『立命館産業社会論

集』第３０巻第３号，１０頁，１９９４年１２月

３６）「政府・財界による経済再生の戦略と現実─女性労働者活用の意味─」『女性&運動』２０７

号，１９９９年１２月

３７）「グローバライゼーションと貧困緩和─公共政策の新たなフレームワーク─」『立命館産業

社会論集』第３７巻第２号，２００１年９月

３８）「ヨーロッパの新たなガバナンス─欧州連合拡大をめぐる現状と課題─」『立命館産業社会
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論集』第３７巻第３号，２００１年１２月

３９）「新たな知的社会基盤への挑戦」『立命館国際地域研究』第１９号，２００２年２月

４０）「就職支援と大学教育改革」『労働調査』４０６号，２００３年２月

４１）「地域連携が大学を活性化する」『大学時報』３０９号，２００６年７月

　共同論文

１）「障害児教育義務制実施に伴う財政問題」『経済』№１０３，１９７２年１１月

２）「アメリカ経済とインフレーション」『同上』№１１２，１９７３年８月

３）「経済危機のもとでの通産政策批判」『労働経済旬報』９８２号，１９７５年１２月

４）「民主的行政活動と住民自治」『自治問題研究』２号，１９７７年３月

５）「民主的行政活動と住民自治・その二」『同上』３号，３５頁，１９７８年８月

６）「自治体行財政と地域の社会構成・地域集団」『同上』３号，１９７８年８月

７）「地方自治体の工業立地政策と京都府長田野工業団地」『同上』４号，２２頁，１９７９年３月

８）「行政活動と住民自治」『香焼町史』香焼町史編纂委員会，１９８２年３月

９）「環日本海地域の経済開発に伴う日本海の水質に及ぼす影響」（金政炫，大同淳之，文乗根

と共同執筆）Ritsumeikan University IIRAS Working Paper Series 国際地域研究所，４１頁，

１９９６年６月，

１０）Newly Emerging International Regions in Europe and North- East Asia: Academic 

Initiatives for Transnational Socio-Economic Development: Third Report for Ritsumeikan-

Sussex Joint Research Programme, Institute of International Relations and Area Studies, 

Ritsumeikan Universty，２５３頁，１９８８年５月

１１）「イギリスの大学における生涯学習」（松野周治と共同執筆）『立命館教育科学研究』第１２

号，１２頁，１９９８年６月

１２）「最近の環日本海地域をめぐる研究課題」（大森功一，中戸祐夫と共同執筆）『立命館国際地

域研究』第１４号，１７頁，１９９９年３月

１３）「ワークショップ『北東アジア平和と繁栄の条件─地域協力の現状と課題─』」『立命館国

際地域研究』第２２号，２００４年３月

　学会報告

１）Technological Characteristics in the Post-World War Era and the Technological Division of 

Labour in the North East Asia, Pusan　Conference: Building up　International City 

Cooperation in the Era of Globalization，１９９４年９月

２）Summary on the Programs and Our Proposal for the Development of Peace Museum, 

Second International Peace Museum Conference, Austrian Study Center for Peace and 

Conflict Resolution (with Ikuro Anzai)，１９９５年８月
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３）「京都（関西）における環日本海研究の新しい展開」『環日本海研究』第一号，１２頁，１９９６

年

４）Enhancing Socio-Economic Development in the North-East Asia International Region: 

Focusing on the Growing Role of Pusan as Hub-Port, Ritsumeikan-UBC Joint Research 

Programme: Study on the Emerging Global Cities in the Asia- Pacific International 

Region, UBC, Canada，１９９９年１月

５）Scholarship Programs and International Activities, World Bank, Global Development 

Network １９９９: Bridging Knowledge and Policy. Bonn Germany，１９９９年１２月

６）「北東アジアの新時代」北東アジア学会・韓国東北アジア学会共催，２０１０年８月

７）「北東アジアの新しい針路を考える」北東アジア学会，２０１１年１０月

　調査報告

１）「新たな地域連携のあり方と大学の役割─立命館大学と舞鶴市の連携に関する調査研究事

業（代表 林　堅太郎）」立命館大学衣笠総合研究機構，１６０頁，１９９９年３月

２）「新たな地域連携のあり方と大学の役割（その２）─立命館大学と舞鶴市の連携に関する

調査研究事業」（代表 林　堅太郎）立命館大学衣笠総合研究機構，２０００年３月

３）「ロシア極東都市経済・社会開発調査報告」『立命館国際地域研究』第２１号，２００３年３月

　辞　　典

１）「資源配分」「価格統制」「優先順位」「割当制」「ローリングシステム」『大月 経済学辞典』

大月書店，１９７９年４月

２）「環日本海アカデミック・フォーラム」『北東アジア事典』国際書院，２００６年１０月

　解　　説

１）いま気になる経済用語　第一回　「ビッグバン」『女性&運動』１８４号，２頁，１９９８年１月

２）同上　第二回「財政構造改革」『女性&運動』１８５号，２頁，１９９８年

３）同上　第三回「企業の社会的責任」『女性&運動』１８６号，２頁，１９９８年

４）同上　第四回「『ニューエコノミー論』の勝利？」『女性&運動』１８７号，２頁，１９９８年

５）同上　第五回「韓国の経済危機と経済学」『女性&運動』１８８号，２頁，１９９８年

６）同上　第六回「国境を越える挑戦─考えたい欧州通貨ユーロの導入」『女性&運動』１８９

号，２頁，１９９８年

７）同上　第七回「女性が安心して働ける社会システム（その１）」『女性&運動』１９０号，２

頁，１９９８年

８）同上　第八回「女性が安心して働ける社会システム（その２）」『女性&運動』１９１号，２

頁，１９９８年
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９）同上　第九回「女性が安心して働ける社会システム（その３）」『女性&運動』１９２号，２

頁，１９９８年

１０）同上　第十回「女性が安心して働ける社会システム（その４）」『女性&運動』１９３号，２

頁，１９９８年

１１）同上　第十一回「金融のバブル化と公的支援」『女性&運動』１９４号，２頁，１９９８年

１２）同上　第十二回「経済社会，そのグローカルアプローチ」『女性&運動』１９５号，２頁，

１９９８年

　書　　評

１）「変革を迫られる日本鉄鋼業」『経済科学通信』１５号，１９７６年５月

２）「石油の支配者」『経済』№１４３，１９７６年３月

３）「問われる通産省」『経済』№２３８，１９８４年２月

４）「勤労者の日本経済論」『経済科学通信』５１号，１９８６年１２月

　随　　想

１）「現代イギリス経済社会を学ぶ」『財政学研究』１２号，８頁，１９８７年９月

２）「知的インフラの構築をめざして」『大学進学研究』No.１０５，２頁，１９９７年２月

　座 談 会

１）「深化する経済危機と不均衡」『経済』№１６５，１９７８年１月

２）「自治体としての大学」『現代と思想』№３９，３０頁，１９８０年３月

３）「３・４回生ゼミをめぐって」『立命館学園広報』１３６号，７頁，１９８２年１１月

４）「フリートーク・世界経済論の課題をさぐる」『経済科学通信』６４号，１９９０年１０月

５）「なぜ，いま文化の再生なのか」『立命館地域研究』２号，１９９１年１２月

　講演記録

１）「産業社会学部における共同研究の課題と方法」『立命館産業社会論集』第２０巻第１号，２３

頁，１９８４年６月

２）「現代社会と郵政事業の民主的改革のために」「みんなに役立つ郵便局づくりをめざして」

『第一回郵政事業を考えるシンポジウム』郵政産業労働組合・東京中央郵便局労働組合，

２４頁，１９８５年４月

３）「大学と地域─２１世紀社会とアカデミック・インフラストラクチュア構築の試み─」高等

教育政策研究所東京センター設立準備委員会，８頁，１９９２年６月

４）パネルディスカッション『日本海交流の新次元』・『環日本海』第４号，環日本海アカデミ

ック・フォーラム，１９頁，１９９７年
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５）パネルディスカッション「民間との連携による地域振興─産官学連携による地域振興─」

『講演集シリーズ』８，地域総合整備財団，１９９８年３月

６）「環日本海の知的インフラ」『環日本海』第５号，環日本海アカデミック・フォーラム，１５

頁，１９９８年

７）公開シンポジウム「国際ネットワ－クと地域開発の新次元」『環日本海』第６号，環日本海

アカデミック・フォーラム，３６頁，１９９９年

８）シンポジウム「２１世紀の大学づくり─eキャンパスの可能性を探る─」大手前大学，２００１

年２月

９）シンポジウム「文化を繋ぐ海/文化で繋がる海─持続的な対話・協調のために─」ニュー

にいがた振興機構，２００２年２月

１０）「知力社会を創る大学と地域の連携」みえ連合大学センター設立準備委員会，２００３年３月

１１）シンポジウム「新しい大学像を探る─連携化という視点からの改革─」南大阪地域大学コ

ンソーシアム，２００３年３月

１２）北東アジア交流プロジェクト京都シンポジウム「海を越えた環境協力」２００３年１０月

１３）基調講演「北東アジアにおける経済社会統合の道」国連大学グローバル・セミナー，２００６

年８月

　報 告 書

１）「地域社会と高等教育」（京都自治問題研究所）１０２頁，１９８１年３月

２）「知的社会基盤の構築をめざして」（「大学と地域」国際シンポジウム実行委員会）１９９２年３

月

３）「大学と地域の協力による知的インフラ整備のための京都府北部地域セミナー報告書」

（「大学と地域」国際シンポジウム実行委員会）７０頁，１９９２年１１月

４）「大学都市会議記録」（大学都市会議実行委員会）１１４頁，１９９３年３月

５）「国際シンポジウム・環日本海時代における知的社会基盤の構築」（「大学と地域」国際シ

ンポジウム実行委員会）１５９頁，１９９３年３月

６）「地域政策フォーラム報告書・環日本海時代における地方都市の戦略」（国際シンポジウム

実行委員会）４８頁，１９９３年１１月

７）「第二回大学都市会議記録（生涯学習）」（大学都市会議実行委員会）１７７頁，１９９４年３月

８）「国際シンポジウム・環日本海アカデミック・フォーラムの創設をめざして（専門家会議

の記録）」（国際シンポジウム実行委員会）７５頁，１９９４年３月

９）「第三回大学都市会議記録（産官学連携）」（大学都市会議実行委員会）１５９頁，１９９５年３月

１０）「第四回大学都市会議記録（まちづくりと学生ボランティア）」（大学都市会議実行委員会）

２００頁，１９９６年３月

１１）「学生の豊かな人生のために」（日本私立大学連盟，就職委員会）２００３年３月
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１２）「国際教育と質保証」（日本私立大学連盟，国際教育・交流委員会）２００６年２月

　そ の 他

１）「経済社会の危機と高等教育の『計画的整備』」立命館学園広報６７号，５頁，１９７６年７月

２）「学生生活とアルバイト，学生のための経済学（８）」祖国と学問のために５３０号，１９７９年５

月

３）「臨時教育審議会の発足に思う」立命館学園広報１５７号，２頁，１９８４年１０月

４）「イギリスからの手紙より」京都月刊あり懇４号，７頁，１９８７年１月

５）「続イギリスからの手紙より」京都月刊あり懇５号，１９８７年２月

６）「プライバタィゼーション─イギリスの民営化・日本の民営化─」土曜講座だより１２６号，

１９８７年２月

７）「私のキャンパス・ライフ」立命館学園広報１８４号，１９８７年３月

８）「高等教育は『後進国』？　教育の未来」立命館大学公助連，１９８７年４月

９）「京都時評・平和な暮らしへの願いを結ぶ国際的ネットワークを」京都民報１２８８号，１９８７

年１０月

１０）「京都時評・核軍縮とハイテク産業」京都民報１３１０号，１９８８年３月

１１）「京都時評・消費税と“小さな窓”」京都民報１３２７号，１９８８年７月

１２）「京都時評・『豊かさ』の実相と課題」京都民報１３４５号，１９８８年１１月

１３）「京都時評・『エゾエ菌』たたきは衆愚か」京都民報１３７５号，１９８９年６月

１４）「京都時評・地価狂乱への憤り」京都民報１３９１号，１９８９年１０月

１５）「大学の研究資金」UNITAS（立命館学園広報）２１９号，１９９０年５月

１６）「きょうと文化考・京都と小京都」京都新聞，１９９１年９月

１７）「大学都市会議を開催して」UNITAS ２４５号，１９９２年１０月

１８）「地域と大学の協同─アカデミック・インフラストラクチャー構築の試みから─」関西教

授会連合会報７４号，１９９２年１２月（『関西協議会３０年のあゆみ』１９９６年６月に収録）

１９）「変化する国際社会のなかで考える─環日本海交流を通して─」ANONA No.３９，１９９５年６

月

２０）「世界報道写真展」への期待，UNITAS ２７５号，１９９５年６月

２１）「平和の礎」UNITAS ２７６号，１９９５年７月

２２）「立命館は平和のベスト・ユニバーシテイ」UNITAS ２７７号，１９９５年９月

２３）「世界大学生平和サミットへの期待」UNITAS ２７８号，１９９５年１０月

２４）「学生主体のサミットを」UNITAS ２７９号，１９５５年１１月

２５）「教学の高度化をめざす衣笠新展開事業に邁進を」UNITAS ２９０号，１９９６年１１月

２６）「第五次長期計画フォローアップ課題─全学の力で始動する大学院ならびに衣笠の新展開」

　UNITAS ３１０号，１９９８年１１月
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２７）「ざっくばらん経済談義」『大学はどこまで変わるか』京都新聞，１９９９年６月

２８）「関西のマージナル・レボリューション─日本海からのパラダイム転換」『縁』９０号，１９９９

年１０月

２９）「社会が変わる，大学が変わる。社会人よ，だから大学をめざせ」『エグゼクティブ』３７-８

号，ダイヤモンド社，２０００年６月

３０）「わが子への就職のアドバイスはどこまですべきか」　『プレジデント』２００３年３月

３１）「コモンウェルス（Common Wealth）の視野」北東アジア学会通信第３９号，２０１０年１０月

４．学外での研究・教育等の活動　社会的活動

１）大学都市会議主宰メンバー（事務局・京都市）（１９９２年～１９９６年）

２）世界学生平和サミット事務局長（１９９５年）

３）環日本海学会常任理事（１９９６年）

４）まいづる大使（１９９６年～２００９年）

５）環日本海アカデミック・フォーラム世話人（１９９６年～）

６）関西文理学園理事（１９９７年～２００４年）

７）舞鶴市総合計画審議会座長（１９９９年４月～２００１年３月）

８）環日本海アカデミック・フォーラム代表世話人（２００２年３月～２００４年３月）

９）日本私立大学連盟就職委員会委員（小委員会委員長）（２００２年～２００４年）

１０）大学連携センター（舞鶴）推進研究会座長（２００２年～２００４年）

１１）京滋学長懇談会事務局長（２００３年４月～２００４年５月）

１２）日本私立大学連盟国際教育・交流委員会委員長（２００５年４月～２００７年３月）

１３）長野県飯田市総合計画計画審議会議長（２００５年１０月～２００６年４月）

１４）北東アジア学会（旧称：環日本海学会）会長（２００５年１０月～２００８年１０月）

１５）日本私立大学連盟中等・高等教育連携会議委員長（２００７年４月～２００９年３月）

１６）独立行政法人 大学評価・学位授与機構　国立大学教育研究評価委員会専門委員（２００８年

１０月～２００９年４月）

１７）南山大学外部評価委員会委員（２００９年～２０１０年）

（この間，京都大学医療技術短期大学部，京都府立大学，同志社大学，京都橘女子大学の非常勤

講師を歴任）

５．　その他

１）KBS京都「いくよ・くるよのはりきりフライデー」出演（１９９１年～２０００年）

２）びわこ放送「滋賀経済最前線」レギュラーコメンテーター（２００３年～２００４年）
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